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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡本体の外表面に第１のバルーンと第２のバルーンとを備えた流体による自己推進
機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において、
　前記第１のバルーンは前記内視鏡本体の遠位端側外表面に固定され、
　前記第２のバルーンは、前記第１のバルーンよりも前記内視鏡本体の近位端側に前記内
視鏡本体の外表面に対して摺動可能に配置され、
　前記内視鏡本体の外表面側には、
　一端が前記内視鏡本体の遠位端側であって前記第１のバルーンよりも近位端側に固定さ
れ、他端が前記第２のバルーンに固定されたそれぞれ独立して作動可能な複数の第１の蛇
腹様バルーンが配置され、
　一端が前記第２のバルーンに固定され、他端が前記第２のバルーンよりも近位端側の前
記内視鏡本体の外表面に固定されたそれぞれ独立して作動可能な複数の第２の蛇腹様バル
ーンが配置され、
　前記内視鏡本体の内部及び外表面側の少なくとも一方には、前記第１のバルーン、前記
複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーン
の内部にそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための流体流路が形成されていること
を特徴とする流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項２】
　前記第１のバルーン、前記複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前記



(2) JP 5515008 B2 2014.6.11

10

20

30

40

50

複数の第２の蛇腹様バルーンは、この順序で複数組が直列に形成されており、前記内視鏡
本体の内部及び外表面側の少なくとも一方には、これらの全ての前記第１のバルーン、前
記複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルー
ンの内部にそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための流体流路が形成されているこ
とを特徴とする請求項１に記載の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視
鏡装置。
【請求項３】
　最も近位端側に位置する前記複数の第２の蛇腹様バルーンよりも近位端側には、第３の
バルーンが前記内視鏡本体の外表面に固定されていることを特徴とする請求項１又は２に
記載の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項４】
　前記複数の第１の蛇腹様バルーンのそれぞれないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの
それぞれは、中空円筒体内に形成された少なくとも１つの隔壁によって複数の室に区画さ
れており、前記隔壁には開口が形成されていることを特徴とする請求項１～３のいずれか
に記載の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項５】
　前記複数の第１の蛇腹様バルーンのそれぞれないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの
それぞれは、内部にコイルバネが配置されており、前記コイルバネのそれぞれは、一端が
前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの遠位端側に、
他端が前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの近位端
側に、それぞれ固定されていることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の流体に
よる自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項６】
　前記コイルバネのそれぞれは、前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２
の蛇腹様バルーンの内部壁と一体化されていることを特徴とする請求項５に記載の流体に
よる自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項７】
　前記複数の第１の蛇腹様バルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーンは、それぞれ３
本又は４本からなることを特徴とする請求項１～６の何れかに記載の流体による自己推進
機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【請求項８】
　前記内視鏡本体は、撮像手段と、前記撮像手段で得られた映像信号を無線通信で送信す
る映像信号送信手段とを備えていることを特徴とする、請求項１～７のいずれかに記載の
流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体による自己推進機能を有する外筒を使用しないダブルバルーン式内視鏡
装置に関し、詳しくは、消化管の奥まで容易に挿入することができ、被検者の苦痛が少な
い流体による自己推進機能を有する外筒を使用しないダブルバルーン式内視鏡装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡は、主に人体内部を観察することを目的とした医療機器であり、現在では内視鏡
観察下で直接治療や検体の採取などを行う内視鏡的処置のための各種デバイスを備えたも
のも開発・実用化されている。内視鏡は、構造によって硬性鏡、軟性鏡、カプセル型に大
別され、特に大腸や小腸などの消化管を観察する際には、診断だけでなく治療も同時に行
える軟性鏡が現在の主流となっている。
【０００３】
　一般的な内視鏡（軟性鏡）装置は、柔軟な素材でできた管の先端側（内視鏡操作部側か
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ら見た遠位端側。以下、「遠位端側」と表現する。また、内視鏡操作部側を「近位端側」
と表現する。）に観察のための光学系や超音波センサ等が取り付けられており、管の中に
は光源や検出器用の配線、内視鏡的処置を実施するための各種処置具操作用のケーブル等
が通された構造を有しており、経口・経鼻的もしくは経肛門的に消化管内に挿入され、目
的の箇所まで導入されて観察ないし各種処置が行われる。消化管の中でも、小腸は口から
も肛門からも遠く、複雑に屈曲しているために内視鏡装置の摩擦力も大きくなり、特に深
部小腸の病変部になると、従来であれば内視鏡装置が到達できず、観察が困難であった。
また、たとえば大腸内視鏡装置を用いた大腸の内視鏡検査に際しても、大腸内視鏡の操作
者の技量にもよるが、約１０％の症例で深部大腸への大腸内視鏡装置の挿入が困難な例が
存在する。
【０００４】
　その理由としては、
（ア）軟性の内視鏡装置に対して押す力を活用しているために内視鏡装置が撓んで遠位端
側に力が加わらないこと、
（イ）内視鏡装置は、内視鏡操作部を手元で把持して操作するため、力の作用点が内視鏡
装置の手元側にあるので、軟性の内視鏡装置の遠位端側に力が加わらないこと、
（ウ）内視鏡装置と消化管との間の摩擦力が大きいこと、
等にあるものと考えられる。
【０００５】
　たとえば、図８は経肛門的に内視鏡装置を挿入している状態を示す模式図であるが、Ｓ
状結腸が大きく屈曲しているため、矢印で示した箇所で内視鏡が大きく撓んでしまってい
る状態を模式的に示している。この状態では、より強く押し込んでも、Ｓ状結腸を過度に
伸展させるだけで、内視鏡装置の遠位端側を前進させる方向へは殆ど力が伝わらないこと
がわかる。
【０００６】
　このような従来の内視鏡装置が抱える問題点に対し、バルーン内視鏡と総称される小腸
深部の観察ないし治療を可能にした内視鏡装置が実用化されている。バルーン内視鏡は、
内視鏡装置の遠位端側にバルーンが備えられており、備えているバルーンの数で、シング
ルバルーン式又はダブルバルーン式と呼ばれるが、いずれも、内視鏡装置の挿入操作中に
適宜バルーンを膨らませることで、外筒部と消化管内壁を摩擦力で固定させることができ
るものである。
【０００７】
　たとえば、下記特許文献１には、遠位端側外周に本体固定用バルーンを取り付けた内視
鏡本体と、遠位端側外周にチューブ固定用バルーンを取り付け、内部に内視鏡本体を挿通
させて内視鏡本体挿入時のガイドを行うスライディングチューブを有すると共に、各バル
ーンにエアを供給するポンプ装置を有し、各ポンプ装置は、各バルーン内のエアの圧力を
測定して各バルーン内の圧力を制御する制御手段を有する、ダブルバルーン式内視鏡の発
明が開示されている。
【０００８】
　下記特許文献１に開示されているダブルバルーン式内視鏡５０は、図９に示すように、
内視鏡本体５１及び内視鏡本体５１が挿通されている外筒としてのスライディングチュー
ブ５２のそれぞれの遠位端側に、本体固定用バルーン５３及びチューブ固定用バルーン５
４を備えている。このダブルバルーン式内視鏡５０は、まず本体固定用バルーン５３及び
チューブ固定用バルーン５４を萎ませた状態（図９Ａ）で消化管内へ挿入されるが、上述
したように深部へ進むにしたがって挿入させることが困難になる。
【０００９】
　そこで、チューブ固定用バルーン５４を膨らませてスライディングチューブ５２を消化
管壁に固定した上で、内視鏡本体５１を進ませる操作（図９Ｂ）と、本体固定用バルーン
５３を膨らませて内視鏡本体を消化管に固定した上で、スライディングチューブ５２の遠
位端を内視鏡本体５１の遠位端付近まで進ませる操作（図９Ｃ）とを、繰り返すことで、
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深部への挿入を進めていくことができるものである。
【００１０】
　たとえば、深部小腸へ挿入する際には、以下に述べる（ａ）～（ｆ）の操作を繰り返す
ことで、従来よりも深く挿入することができる。すなわち、
（ａ）内視鏡本体５１を、従来どおり方法で（挿入部付近から押し込んで）挿入していく
。
（ｂ）それ以上押し込めなくなったところで、内視鏡本体５１の遠位端側に取り付けられ
ている本体固定用バルーン５３を膨らませて内視鏡本体５１を固定する（図９Ｃ）。
（ｃ）内視鏡本体５１が固定されている状態で、内視鏡本体をガイドとしてスライディン
グチューブ５２を挿入部付近から押し込むことで、スライディングチューブ５２の遠位端
側を本体固定用バルーン５３の位置まで進める（図９Ｃ矢印）。
（ｄ）スライディングチューブ５２の遠位端側に取り付けられているチューブ固定用バル
ーン５４を膨らませて、スライディングチューブ５２を固定する（図９Ｂ）。
（ｅ）スライディングチューブ５２が固定されている状態で、内視鏡本体５１及びスライ
ディングチューブ５２を引き戻すと、固定箇所より手前側の小腸が縮み、固定箇所より奥
側の小腸が伸展する。
（ｆ）固定箇所より奥側の小腸が伸展されているので、本体固定用バルーン５３を萎ませ
ると、内視鏡本体５１をさらに奥へと押し込むことが可能となる（図９Ｂ矢印）。
【００１１】
　下記特許文献１に開示されているダブルバルーン式内視鏡装置によれば、従来の内視鏡
装置に比すると小腸内にも挿入し易くなる。しかしながら、このダブルバルーン式内視鏡
装置であっても、小腸の奥へ挿入されるにしたがって、内視鏡本体を進めることが困難と
なる。これは、内視鏡装置やスライディングチューブの硬さが硬いゴム程度しかないため
撓み易いことと、内視鏡装置やスライディングチューブの挿入方法が被検者の口もしくは
肛門である挿入部付近から力をかけて押し込むことであることに起因している。
【００１２】
　すなわち、内視鏡装置が小腸の奥へ挿入される度に摩擦も大きくなり、内視鏡装置やス
ライディングチューブは撓みやすくなってしまい、挿入部付近から力を加えて押し込んで
も、内視鏡装置の遠位端側が推進する方向には力が伝わり難くなるからである。しかも、
内視鏡本体の外周を囲む外筒としてのスライディングチューブは、外径が内視鏡本体より
も大きいため、とくに肛門括約筋による収縮や腸管蠕動の収縮時にはより挿入時の摩擦も
大きくなる。さらに、従来のバルーン式内視鏡では、外筒のバルーンを拡張させた状態で
内視鏡を牽引することにより小腸の直線化をするため、患者にとっては苦痛を伴っていた
。
【００１３】
　このような問題点を解決するためには、内視鏡装置等が挿入部付近から押し込まれるの
ではなく、外筒の遠位端側から押し出すように力が加えられればよいという観点から、本
発明者等は、既に「糸牽引推進式内視鏡装置」の発明を特願２０１０－０２７０２０号（
以下、「先願」という。）として特許出願している。この先願に係る「糸牽引推進式内視
鏡装置」の発明は、内視鏡本体及びスライディングチューブを備えるダブルバルーン式内
視鏡装置であるが、近位端側から内視鏡装置やスライディングチューブに取り付けられた
糸を操作することにより、内視鏡装置をスライディングチューブの遠位端側から押し出す
ように力が加わるようにすると共に、スライディングチューブを内視鏡装置の遠位端側か
ら引っ張るように力が加わるようにしたものである。この発明によれば、内視鏡装置等の
撓み易さに左右されることなく内視鏡装置やスライディングチューブを深部消化管内へ容
易に推進させることができるという優れた効果を奏する。
【００１４】
　一方、下記特許文献１及び上記先願に開示されているダブルバルーン式内視鏡装置は、
いずれも外筒としてのスライディングチューブを備えている。この外筒としてのスライデ
ィングチューブは、内視鏡本体よりも径が大きいために摩擦が大きく、挿入部付近から押
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し込む場合だけでなく、遠位端側から引き上げる場合であっても、大きな力が必要となる
。このような外筒としてのスライディングチューブを使用せず、内視鏡装置に取り付けら
れた単一のバルーンを用いて内視鏡装置を深部消化管内へ容易に推進させることができる
内視鏡自動挿入機の発明が下記特許文献２に開示されている。
【００１５】
　下記特許文献２に開示されている内視鏡自動挿入機６０は、図１０に示したように、内
視鏡本体６１の外側に長軸方向の前後に移動可能な浮き輪型の前後可動バルーン６２を、
内視鏡本体６１の側面の長径孔６３より前後駆動体６４に接合したバルーン連結筒６５を
放射状に突出させて連結し、内視鏡本体６１の長軸を中心軸として前後駆動体６４を前後
駆動体駆動中心軸体６６によって伝えられる動力により、両軸方向の前後に駆動すること
で、内視鏡本体６１を前進させることが可能となるようにされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開２００２－３０１０１９号公報
【特許文献２】特開２００９－０１８１４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　上記特許文献２に開示されている内視鏡自動挿入機６０によれば、前後可動バルーン６
２が一つしかなく、しかも、スライディングチューブを使用せずとも、内視鏡本体６１に
対して遠位端側において押し出すように力を加えることができるため、一応内視鏡本体６
１を消化管の奥へと進行させることが可能となる。しかしながら、上記特許文献２に記載
されている内視鏡自動挿入機６０は、内視鏡本体６１の内部に前後駆動体６４及びバルー
ン連結筒６５を挿入する必要があるため、従来から普通に使用されている内視鏡装置に対
してはたとえばアタッチメントの形で適用することはできず、しかも、前後駆動体駆動中
心軸体６６を内視鏡本体６１の内部に挿入する必要があるため、内視鏡本体６１の遠位端
側を曲折し難いため、曲がりくねった消化管内部に挿入することが困難であるという課題
が存在する。
【００１８】
　加えて、上記特許文献２に開示されている内視鏡自動挿入機６０は、内視鏡本体６１の
内部挿入された前後駆動体６４及びバルーン連結筒６５を内視鏡本体６１の長軸方向に沿
って往復動できるようにするため、少なくとも各種処置具の挿入孔等を前後駆動体６４の
横を通って内視鏡本体６１の遠位端側まで形成し難いという課題も存在する。
【００１９】
　本発明者らは、従来の内視鏡装置に対して適用でき、簡単な構成で、しかも、スライデ
ィングチューブ等の外筒を使用せず、内視鏡装置の遠位端側から内視鏡装置を押し出す力
を加えることができると共に、内視鏡装置の近位端側から遠位端側を曲折できる構成につ
いて種々検討を重ねてきた。その結果、本発明者らは、内視鏡装置の遠位端側の外周に固
定バルーンと可動バルーンを配置すると共に両方のバルーン間を複数の細径の蛇腹様バル
ーンで結合することにより、解決し得ることを見出し、本発明を完成するに至ったのであ
る。
【００２０】
　すなわち、本発明は、従来の内視鏡装置に対しても適用でき、スライディングチューブ
等の外筒を使用せず、深部消化管に挿入されても内視鏡装置の遠位端側を容易に曲折でき
ると共に内視鏡装置を容易に進ませることができる流体による自己推進機能を有するダブ
ルバルーン式内視鏡装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　上記目的を解決するため、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式
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内視鏡装置は、内視鏡本体の外表面に第１のバルーンと第２のバルーンとを備えた流体に
よる自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において、
　前記第１のバルーンは前記内視鏡本体の遠位端側外表面に固定され、
　前記第２のバルーンは、前記第１のバルーンよりも前記内視鏡本体の近位端側に前記内
視鏡本体の外表面に対して摺動可能に配置され、
　前記内視鏡本体の外表面側には、
　一端が前記内視鏡本体の遠位端側であって前記第１のバルーンよりも近位端側に固定さ
れ、他端が前記第２のバルーンに固定されたそれぞれ独立して作動可能な複数の第１の蛇
腹様バルーンが配置され、
　一端が前記第２のバルーンに固定され、他端が前記第２のバルーンよりも近位端側の前
記内視鏡本体の外表面に固定されたそれぞれ独立して作動可能な複数の第２の蛇腹様バル
ーンが配置され、
　前記内視鏡本体の内部及び外表面側の少なくとも一方には、前記第１のバルーン、前記
複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーン
の内部にそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための流体流路が形成されていること
を特徴とする。
【００２２】
　本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置においては、第
１のバルーンは内視鏡本体の遠位端側の外表面に固定され、第２のバルーンは、第１のバ
ルーンよりも内視鏡本体の近位端側に、内視鏡本体の外表面に対して摺動可能に配置され
ている。そして、内視鏡本体の外表面側には、一端が内視鏡本体の遠位端側であって第１
のバルーンよりも近位端側に固定され、他端が第２のバルーンに固定されたそれぞれ独立
して作動可能な複数の第１の蛇腹様バルーンが配置され、さらに、一端が第２のバルーン
に固定され、他端が第２のバルーンよりも近位端側の内視鏡本体の外表面に固定されたそ
れぞれ独立して作動可能な複数の第２の蛇腹様バルーンが配置されている。
【００２３】
　本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置は、最初に、た
とえば第１のバルーンから流体を吸引して萎ませた状態とし、第２のバルーンに流体を導
入して膨らませることにより消化管壁に固定する。この状態で、複数の第１の蛇腹様バル
ーンに均等に流体を導入して膨らませると、複数の第１の蛇腹様バルーンは第２のバルー
ンを支点として直線状に遠位端側に伸びようとするので、内視鏡本体に対して第２のバル
ーンを支点として直線状に遠位端側へ押し出す力を加えることができる。このとき、同調
して複数の第２の蛇腹様バルーンから均等に流体を吸引して萎ませると、複数の第２の蛇
腹様バルーンは第２のバルーンを支点として直線状に遠位端側に縮もうとするので、複数
の第２の蛇腹様バルーンの近位端側を第２のバルーン側へ引き寄せる力が加わることにな
り、その結果、第２のバルーンを支点として、内視鏡本体をより遠位端側へ突出させるこ
とができる。
【００２４】
　そのため、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置によ
れば、第１のバルーンから流体を吸引して萎ませた状態とし、第２のバルーンに流体を導
入して膨らませることにより消化管壁に固定された状態で、複数の第１の蛇腹様バルーン
への均等な流体の導入と複数の第２の蛇腹様バルーンからの均等な流体の吸引を同時に行
うことによって、内視鏡本体を容易に遠位端より突出させて消化管内に押し込むことがで
きるようになる。しかも、この内視鏡本体を駆動する力は複数の第１の蛇腹様バルーン内
から吸引される流体及び複数の第２の蛇腹様バルーン内に導入される流体により与えられ
るため、ダブルバルーン内視鏡本体の操作部側からダブルバルーン内視鏡本体を押し込む
よりも大きな力で消化管内に押し込むことができる。
【００２５】
　その後、第１のバルーンに流体を導入して膨らませることにより消化管壁に固定し、第
２のバルーンから流体を吸引して萎ませる。この状態で、複数の第１の蛇腹様バルーンか
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ら均等に流体を吸引して萎ませると、複数の第１の蛇腹様バルーンは第２のバルーンを第
１のバルーン側に引き寄せることができる。このとき、複数の第２の蛇腹様バルーンに均
等に流体を導入することによって膨らませると、複数の第２の蛇腹様バルーンは第２のバ
ルーンを第１のバルーン側へ押し出す力を与えることができる。
【００２６】
　そのため、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置によ
れば、第１のバルーンに流体を導入して膨らませることにより消化管壁に固定し、第２の
バルーンから流体を吸引して萎ませた状態とし、複数の第１の蛇腹様バルーンからの均等
な流体の吸引と複数の第２の蛇腹様バルーンへの均等な流体の導入を同時に行うことによ
って、第２のバルーンを内視鏡本体の遠位端側へ移動させることができるようになる。な
お、流体としては、空気や窒素等の気体だけでなく、水やオイル等の液体も使用すること
ができるが、入手のし易さ及び制御のし易さを考慮すると、空気が望ましい。
【００２７】
　したがって、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置に
よれば、複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンが内視鏡本体及び
第２のバルーンの推進力発生装置として作動するから、上述のような操作を交互に繰り返
すことにより、内視鏡本体の遠位端側に対して容易に押し出す力を与えることができるよ
うになる。すなわち、従来は、医師が内視鏡本体を手で持って押し込んで消化管内に挿入
していたが、本発明では、内視鏡本体の先端に複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第
２の蛇腹様バルーンからなる推進力発生装置を搭載し、自己推進するシステムとしたもの
であるので、従来のダブルバルーン式内視鏡装置よりも内視鏡本体の消化管内への挿入が
容易になる。
【００２８】
　さらに、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置では、
複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンが蛇腹様に形成されている
ため、複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーン内に流体を導入させ
た場合に径方向に大きく膨れることなく長さ方向に容易に延伸することができるようにな
る。そのため、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置に
よれば、内視鏡本体及び第２のバルーンの推進用バルーンに流体を導入する操作と吸引す
る操作を繰り返すことにより、故障が少なく、よりスムーズに内視鏡本体を消化管の奥に
挿入することができるようになる。
【００２９】
　このような式内視鏡を１０両編成のディーゼル列車に例えると、従来法では最後尾の１
０両目がエンジンを載せたディーゼル機関車であり、客席列車を最後尾から押し進んでい
る状態であり、５両目あたりで列車の列が歪みやすく脱線し易い仕組みである。これに対
し、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置は、先頭車両
がディーゼル機関車であり、客席列車を牽引して進む状態と捉えることができ、従来法と
比較して車列の歪みが少なくなる（内視鏡のたわみが少なくなる）効果がある。
【００３０】
　さらに、内視鏡先端への推進力発生装置の搭載によって、内視鏡（列車）が大腸壁（ト
ンネルの壁）に強くぶつからないため、腸管の過伸展を防ぐことができ、苦痛の少ない検
査が可能となると同時に、大腸壁を破る穿孔の危険も回避でき、安全に検査することがで
きるようになる。また、被検者の検査に対する苦痛や不安が低減されると、大腸がん検査
の受診率も上昇することが期待され、大腸がんによる死者数の低減に繋がる可能性も期待
される。
【００３１】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンに対して、「均等」に
流体の導入ないし吸引を行うと内視鏡本体の遠位端側の直線的な押し出しを行うことがで
きるが、「不均等」に流体の導入ないし吸引を行うと、内視鏡本体の遠位端側を所望の曲



(8) JP 5515008 B2 2014.6.11

10

20

30

40

50

折した状態で押し出しを行うことができるようになる。すなわち、本発明の流体による自
己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置においては、複数の第１の蛇腹様バルー
ン及び複数の第２の蛇腹様バルーンは、それぞれ独立して流体を吸引及び導入することが
できるから、複数の蛇腹様バルーンはそれぞれの内圧を独立して制御することができる。
【００３２】
　そのため、複数の蛇腹様バルーンのそれぞれの内圧をベクトル的に捉え、曲折したい方
向の蛇腹様バルーン側が他の腹様バルーン側よりも低圧となるように流体を吸引及び導入
することによって、内視鏡本体の遠位端側を所望の方向に曲折させた状態で押し出しを行
うことができ、より深部の消化管内へ容易に挿入することができるようになる。この際、
複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンの両者共に、それぞれ曲折
したい方向の蛇腹様バルーン側が他の腹様バルーン側よりも低圧となるように流体を吸引
及び導入すると、よりなだらかに内視鏡本体の遠位端側を所望の方向に曲折させることが
できるようになる。
【００３３】
　なお、第１のバルーン、複数の第１の蛇腹様バルーン、第２のバルーン及び複数の第２
の蛇腹様バルーン内部に流体を導入及び吸引するための流体流路は、内視鏡本体内に形成
してもよく、内視鏡本体の外表面側に別途流体流路を形成してもよい。特に、第１のバル
ーン、第２のバルーン、複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンの
内部にそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための流体流路を内視鏡本体の外表面側
に配置すれば、従来の内視鏡本体を利用して特に内部に加工を要せずに、アタッチメント
の形式とすることにより、容易に本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルー
ン式内視鏡装置を作製することができるようになる。
【００３４】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、前記第１のバルーン、前記複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前
記複数の第２の蛇腹様バルーンは、この順序で複数組が直列に形成されており、前記内視
鏡本体の内部及び外表面側の少なくとも一方には、これらの全ての前記第１のバルーン、
前記複数の第１の蛇腹様バルーン、前記第２のバルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バル
ーンの内部にそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための流体流路が形成されている
ようにしてもよい。
【００３５】
　このような構成とすると、内視鏡本体に固定されている第１のバルーン及び内視鏡本体
の表面に摺動可能に配置された第２のバルーンが共に複数個となるので、消化管壁に対す
る固定が確実となる。また、内視鏡本体の遠位端側を屈曲させる場合には、屈曲の曲がり
度合いを短い長さ単位で細かく制御することができるようになる。
【００３６】
　また、本発明のダブルバルーン式内視鏡装置においては、最も近位端側に位置する前記
複数の第２の蛇腹様バルーンよりも近位端側には、第３のバルーンが前記内視鏡本体の外
表面に固定されていることが好ましい。
【００３７】
　本発明のダブルバルーン式内視鏡装置によれば、最も近位端側に位置する複数の第２の
蛇腹様バルーンよりも近位端側に内視鏡本体の外表面に固定されている第３のバルーンが
配置されているため、この第３のバルーンによって内視鏡本体を消化管壁に強固に固定す
ることができるとともに、正確な形に屈曲させることができるようになる。
【００３８】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、前記複数の第１の蛇腹様バルーンのそれぞれないし前記複数の第２の蛇腹様バルーン
のそれぞれは、中空円筒体内に形成された少なくとも１つの隔壁によって複数の室に区画
されており、前記隔壁には開口が形成されているものとすることができる。
【００３９】
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　複数の第１の蛇腹様バルーンないし複数の第２の蛇腹様バルーンの中空円筒体内に形成
された少なくとも１つの隔壁によって複数の室に区画されていると、複数の第１の蛇腹様
バルーンないし複数の第２の蛇腹様バルーン内に流体を導入させた場合の径方向への膨れ
がより抑制される。また、複数の室内への流体の導入ないし複数の室からの流体の吸引は
、隔壁に形成された開口によって確保することができる。そのため、本発明の流体による
自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置によれば、複数の第１の蛇腹様バルー
ンないし複数の第２の蛇腹様バルーンに流体を導入する操作と吸引する操作を繰り返すこ
とにより、よりスムーズに内視鏡本体を適宜に曲折させた状態で消化管の奥に挿入するこ
とができるようになる。
【００４０】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、前記複数の第１の蛇腹様バルーンのそれぞれないし前記複数の第２の蛇腹様バルーン
のそれぞれは、内部にコイルバネが配置されており、前記コイルバネのそれぞれは、一端
が前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの遠位端側に
、他端が前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２の蛇腹様バルーンの近位
端側に、それぞれ固定されていることが好ましい。
【００４１】
　複数の第１の蛇腹様バルーンないし複数の第２の蛇腹様バルーン内にコイルバネが挿入
されていると、コイルバネの圧縮力ないし伸縮力をも利用できるようになる。そのため、
本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置によれば、内視鏡
装置及び第２のバルーンの推進用である複数の第１の蛇腹様バルーンないし複数の第２の
蛇腹様バルーン内に流体を導入する際の圧力ないし流体を吸引する際の圧力の設定の自由
度が増す。なお、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置
においては、かかる構成を複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーン
のどちらか一方又は両者に採用することができる。
【００４２】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、前記コイルバネは、前記複数の第１の蛇腹様バルーンないし前記複数の第２の蛇腹様
バルーンの内部壁と一体化されていることが好ましい。
【００４３】
　コイルバネが複数の第１の蛇腹様バルーンないし複数の第２の蛇腹様バルーンの内部壁
を一体化されていると、複数の第１の蛇腹様バルーンないし複数の第２の蛇腹様バルーン
内に流体を導入させた場合の径方向への膨れがより抑制される。そのため、本発明の流体
による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置によれば、複数の第１の蛇腹様
バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンに流体を導入する操作と吸引する操作を繰り返
すことにより、よりスムーズに内視鏡本体を適宜に曲折させた状態で消化管の奥に挿入す
ることができるようになる。
【００４４】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、前記複数の第１の蛇腹様バルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーンは、それぞれ
３本又は４本からなることが好ましい。
【００４５】
　本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置においては、複
数の第１の蛇腹様バルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーンはそれぞれ少なくとも２
本存在していれば内視鏡本体の押し出し操作と曲折操作を行わせることができる。しかし
ながら、複数の第１の蛇腹様バルーン及び前記複数の第２の蛇腹様バルーンがそれぞれ２
本ずつであると、所望の方向に曲折させる際に内視鏡本体に対して回転動作を付与する必
要が生じる場合がある。それに対し、複数の第１の蛇腹様バルーン及び前記複数の第２の
蛇腹様バルーンがそれぞれ３本以上であると、特に内視鏡本体に対して回転操作を付与せ
ずとも所望の方向に曲折させることができる。
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【００４６】
　ただし、複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンの本数が多すぎ
ても、内視鏡装置の外径の増大や構造の複雑化のために好ましくなく、それぞれ４本以下
とすることが好ましい。複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンの
数を３本ないし４本とすると、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン
式内視鏡装置の外径があまり大きくならず、内視鏡本体に対して押し出し操作だけでなく
所望の方向に曲折することができるようになる。なお、複数の第１の蛇腹様バルーン及び
複数の第２の蛇腹様バルーンのそれぞれに対して所望の流体の導入ないし吸引を行わせる
には、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置の操作部側
に、ポンプ等のスイッチ手段や、ジョイスティック様の操作手段を設けることにより、容
易に操作者によって手動で制御することができる。
【００４７】
　また、本発明の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において
は、撮像手段で得られた映像信号を無線で送信する映像信号送信手段を備えるものであっ
ても良い。その場合、内視鏡本体がより細径となり、よりスムーズに内視鏡本体を消化管
の奥に挿入することができるようになる。加えて光源用の電源を電池ないし無線送電によ
るものとすれば、更に細径化がなされた内視鏡装置が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】図１Ａは第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視
鏡装置の分解斜視図であり、図１Ｂは組み立てた状態の斜視図である。
【図２】図２Ａは第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視
鏡装置において内視鏡装置を押し出した状態の斜視図であり、図２Ｂは同じく第２のバル
ーンを第１のバルーン側へ引き寄せた状態の斜視図である。
【図３】図２Ｂの状態から内視鏡装置を屈曲させた状態の斜視図である。
【図４】図４Ａは変形例１の、図４Ｂは変形例２の、それぞれ流体による自己推進機能を
有するダブルバルーン式内視鏡装置の斜視図である。
【図５】図５Ａは第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視
鏡装置において内視鏡装置を押し出した状態の斜視図であり、図５Ｂは同じく第２のバル
ーンを第１のバルーン側へ引き寄せた状態の斜視図である。
【図６】図５Ｂの状態から内視鏡装置を屈曲させた状態の斜視図である。
【図７】変形例３の自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置の斜視図である。
【図８】従来の内視鏡装置の挿入状態を示す模式図である。
【図９】従来のダブルバルーン式内視鏡装置を説明する模式図である。
【図１０】従来の単一のバルーンを用いた内視鏡自動挿入機を説明する模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００４９】
　以下、本発明の各実施形態を、図面を参照して詳細に説明する。ただし、以下に示す実
施形態は、本発明の技術的思想を具体化するための一例を説明するためのものであって、
本発明をこれらの実施形態に特定することを意図するものでなく、本発明は特許請求の範
囲に含まれるその他の実施形態のものにも等しく適用し得るものである。また、この明細
書における説明のために用いられた各図面においては、各部材を図面上で認識可能な程度
の大きさとするため、各部材毎に縮尺を異ならせて表示しており、必ずしも実際の寸法に
比例して表示されているものではなく、さらに、本発明の理解に不要な部分については記
載を省略した部分がある。
【００５０】
［第１実施形態］
　まず、図１～図３を参照して、本発明の第１実施形態にかかる流体による自己推進機能
を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａの概略構成について説明する。なお、図１Ａ
は第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置の分解斜
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視図であり、図１Ｂは組み立てた状態の斜視図である。図２Ａは第１実施形態の流体によ
る自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において内視鏡装置を押し出した状
態の斜視図であり、図２Ｂは同じく第２のバルーンを第１のバルーン側へ引き寄せた状態
の斜視図である。図３は図２Ｂの状態から内視鏡装置を屈曲させた状態の斜視図である。
なお、「流体」としては、空気や窒素等の気体だけでなく、水やオイル等の液体も使用可
能であるが、以下ではこれらを区別することなく、単に「流体」として表現する。
【００５１】
　第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａは
、内視鏡本体１１を備えている。内視鏡本体１１は、たとえば従来から普通に使用されて
いる大腸内視鏡であり、遠位端側に撮像手段及び光源などの光学系（図示省略）が設けら
れていると共に、内部に各種処置具が挿入される鉗子孔（図示省略）等が形成されている
。また、内視鏡本体１１の遠位端側には、第１のバルーン１２が固定されている。この第
１のバルーン１２は、ドーナツ状支持体を有する円筒形バルーンであり、内視鏡操作部（
図示省略）側から、たとえば内視鏡本体１１内に形成された流体流路（図示省略）を経て
、所定の流体を導入ないし吸引することによって、膨張させたり萎ませたりすることがで
きようになっている。
【００５２】
　また、内視鏡本体１１には、第１のバルーン１２よりも近位端側に第２のバルーン１３
が内視鏡本体１１の外表面に対して内視鏡本体１１の長手方向に摺動可能に配置されてい
る。この第２のバルーン１３も、内側に円筒形状支持体を有するバルーンであり、たとえ
ば流体流路１３１を経て内視鏡操作部側から所定の流体を導入ないし吸引することによっ
て、膨張させたり萎ませたりすることができようになっている。
【００５３】
　そして、複数の、ここでは３本の、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃが、それぞれ
の一方側の端部が内視鏡本体１１の遠位端側であって第１のバルーン１２よりも近位端側
に固定され、他端が第２のバルーン１３に固定されている。なお、図２及び図３において
は、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃのうち、１４ｃに対応する部分は図示省
略した。これらの第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃは、それぞれ流体流路１４ａ１～
１４ｃ１（流体流路１４ｃ１については図示省略。以下、同じ。）を経て内視鏡操作部側
から所定の流体を導入ないし吸引することによって、独立して膨張させたり萎ませたりす
ることができようになっている。
【００５４】
　また、複数の、ここでは３本の、第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃが、それぞれの
一方側の端部が第２のバルーン１３に固定され、他端が第２のバルーン１３よりも近位端
側の内視鏡本体１１の外表面に固定されている。なお、図２及び図３においては、複数の
第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃのうち、１５ｃに対応する部分は図示省略した。こ
れらの第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃも、それぞれたとえば内視鏡本体１１内に形
成された流体流路（図示省略）を経て内視鏡操作部側から所定の流体を導入ないし吸引す
ることによって、独立して膨張させたり萎ませたりすることができようになっている。
【００５５】
　なお、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１
５ａ～１５ｃのそれぞれに対して所望の流体の導入ないし吸引を行わせるには、第１実施
形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａの操作部側に
、ポンプのスイッチやジョイスティック様の操作手段（図示省略）を設けることによって
、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～
１５ｃのそれぞれに導入ないし吸引される流体の圧力を自動的にコントロールするように
すれば、操作者によって容易に手動で制御することができる。なお、このようなポンプの
スイッチやジョイスティック様の操作手段によって各部に導入ないし吸引する流体を自動
的に制御するための構成は、周知であるので、その詳細な説明は省略する。
【００５６】
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　また、ここでは、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１５
ａ～１５ｃとしては、図１Ａ及び図１Ｂに示したように、蛇腹様の折り目が付けられたも
のが用いられており、内部に流体を導入することによって完全に延伸した状態では長い円
筒状となり、内部から流体を排出した状体では折り畳まれて、図１Ａの第２の蛇腹様バル
ーン１５ａ～１５ｃのように、短い円筒状になる。
【００５７】
　このように、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バル
ーン１５ａ～１５ｃを蛇腹様に形成しておくと、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１
４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃ内に流体を導入させた場合に径方向
に大きく膨れることなく長さ方向に容易に延伸することができるようになる。このように
して組み立てられた第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内
視鏡装置の概略構成は図１Ｂに示したとおりとなる。なお、図１Ｂにおいては、第１の蛇
腹様バルーン１４ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１５ｃは、図示省略されている（以下、他
の図面においても同様である。）。この場合においては、第１の蛇腹様バルーン１４ｃ及
び第２の蛇腹様バルーン１５ｃが折り目に沿って折りたたまれた時に消化管粘膜を挟まな
いようにするため、外周を伸縮性のある生地（縦方向にのみ伸縮する繊維やゴム・ラテッ
クス膜等）で包んでもよい。
【００５８】
　次に、第１実施形態にかかるダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａの具体的操作方法を、
図２を用いて説明する。なお、以下の図面においては全ての流体流路については、図１Ｂ
に示したものと同様であるので、図示省略してある。先ず、実施形態１のダブルバルーン
式内視鏡装置１０Ａを第１のバルーン１２及び第２のバルーン１３を萎ませた状態で、消
化管内に挿入できるところまで挿入する。この際、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ
及び第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃの状態をどのようにするかは任意であるが、外
径が部分的に太いところが生じないようにするため、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４
ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃは、両者共に同じような延伸状態となるよう
にしておくとよい。
【００５９】
　実施形態１のダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａを消化管内に挿入し難くなった場合、
先ず、第１のバルーン１２内に流体を導入し、第１のバルーン１２を膨らませて消化管壁
に固定する。次いで、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ内を均等に負圧状態とすると
共に、第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃを均等に陽圧状態とすることによって、第２
のバルーン１３を第１のバルーン１２に引き寄せる。そこで、第２のバルーン１３内に流
体を導入し第２のバルーン１３を消化管壁に固定する。次に、第１のバルーン１２内の流
体を吸引し、先ほどとは逆に、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ内に流体を導入して
陽圧状態にして延伸状態にさせると共に、第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃ内から均
等に流体を吸引することによって第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃを均等に負圧状態
とすることによって、第２のバルーン１３を支点として内視鏡本体１１の遠位端が消化管
の深部へと挿入される。
【００６０】
　また、内視鏡本体１１の延伸長さが足らなくなる場合などは、従来のダブルバルーン内
視鏡と同様に第２バルーン１３ないし第１バルーン１２を膨らませて消化管壁に固定した
状態で、内視鏡本体１１を引くことにより消化管の長さを短縮することも可能である。
【００６１】
　第２のバルーン１３を支点として内視鏡本体１１の遠位端が消化管の深部へ進んだ時の
状態を図２Ａに示す。このように、実施形態１のダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａによ
れば、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃを均等に延伸状態とする際に内視鏡本体１１
を消化管内に押し込む力を付与することができるだけでなく、第２の蛇腹様バルーン１５
ａ～１５ｃを均等に萎ませることによっても内視鏡本体１１を消化管内に押し込む力を付
与することができるので、従来例のようにダブルバルーン内視鏡本体１１の操作部側から
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ダブルバルーン内視鏡本体１１を押し込むよりも大きな力で、内視鏡本体１１を消化管内
に押し込むことができるようになる。
【００６２】
　次いで、第１のバルーン１２内に流体を導入し、第１のバルーン１２を膨らませて消化
管壁に固定し、第２のバルーン１３から流体を吸引して第２のバルーン１３を萎ませる。
その後、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃから流体を均等に吸引することによって第
１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃを萎んだ状態とすると、第２のバルーン１３は第１の
バルーン１２側に引き寄せられる。それと同時に、第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃ
内に均等に流体を導入して第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃを延伸状態とすると、第
２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃの近位端は内視鏡本体１１の外壁側に固定されている
ため、第２のバルーン１３は第１のバルーン１２側に押し出される。
【００６３】
　この時の状態を図２Ｂに示す。このように、実施形態１のダブルバルーン式内視鏡装置
１０Ａによれば、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃを均等に萎ませた状態とする際に
第２のバルーン１３を第１のバルーン１２側に引き寄せる力を付与することができるだけ
でなく、第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃを均等に延伸状態とすることによっても第
２のバルーン１３を第１のバルーン１２側に押し出す力を付与することができるので、容
易に第２のバルーン１３を内視鏡本体１１の外周面に沿って移動させることができる。
【００６４】
　その後、再度図２Ａに示した状態と図２Ｂ示した状態とを順次繰り返すことにより、第
１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａを消化
管の奥にまで容易に挿入することができるようになる。
【００６５】
　上述の例では、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１５ａ
～１５ｃのそれぞれ全てに対して均等に流体の導入及び吸引を行った例を示した。このよ
うな流体の導入及び吸引操作では、内視鏡本体１１を直線的に押し出す操作となる。しか
しながら、消化管は曲折しているため、内視鏡本体１１の挿入に際しては、内視鏡本体１
１を曲折させて挿入する必要がある。従来の内視鏡装置では、内視鏡装置の内部に配置さ
れたワイヤを操作部で操作することにより、内視鏡装置の遠位端側を曲折させるアングル
操作機能を付与していた。
【００６６】
　これに対し、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡
装置１０Ａでは、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし第２の蛇腹様バルーン１５
ａ～１５ｃに対して、「不均等」に流体の導入ないし吸引を行うと、内視鏡本体１１の遠
位端側に対してアングル操作機能を付与することができ、所望の方向に曲折した状態で押
し出しを行うことができるようになる。たとえば、図２Ｂに示した状態において、複数の
第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃのうち、１つの第２の蛇腹様バルーン１５ｂのみ部
分的に吸引して僅かに萎ませて他の２つの第２の蛇腹様バルーン１５ａ及び１５ｂを同様
に延伸させ、更に、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃのうち、１つの第２の蛇
腹様バルーン１５ｂのみ大きく吸引し、他の２つの第１の蛇腹様バルーン１４ａ及び１４
ｃを同様に部分的に延伸させると、図３に示したように、内視鏡本体１１は第２のバルー
ン１３の近傍から第１のバルーン１２部分にかけて、第２の蛇腹様バルーン１５ｂ側及び
第１の蛇腹様バルーン１４ｂ側になだらかに折れ曲がった状態となる。
【００６７】
　このような内視鏡本体１１の折れ曲がり状態は、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～
１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃのそれぞれの内圧をベクトル的に
捉え、曲折したい方向の蛇腹様バルーン側が他の蛇腹様バルーン側よりも低圧となるよう
に流体を吸引及び導入することによって、低圧となった側に内視鏡装置を曲折することが
できる。この内視鏡本体１１の曲折状態は、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ
に対して不均等に流体の導入ないし吸引を行うことによって第１のバルーン１２から第２
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のバルーン１３の間にかけて曲折させることができ、複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ
～１５ｃに対して不均等に流体の導入ないし吸引を行うことによって第２のバルーン１３
から、複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃと内視鏡本体１１との固定箇所の間に
かけて曲折させることができるようになる。そのため、第１実施形態の流体による自己推
進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａによれば、内視鏡本体１１の遠位端側
を所望の方向に曲折させた状態で押し出しを行うことができ、より深部の消化管内へ容易
に挿入することができるようになる。
【００６８】
　なお、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａにおいては、内視鏡本体１１を曲折させた場合の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４
ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃと曲折した内視鏡本体１１との乖離を抑制す
るための構成を備えておいても良い。このような構成としては、例えば、内視鏡本体１１
の外表面に対して内視鏡本体１１の長手方向に摺動可能なリング体を、第１の蛇腹様バル
ーン１４ａ～１４ｃの中間位置や第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃの中間位置にそれ
ぞれ固定するなどの方法を適宜用いれば容易に実現可能である。
【００６９】
　第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃに対
して「不均等」に流体の導入ないし吸引を行うことで内視鏡本体１１を曲折させる場合、
第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃの長さ
や曲折させる程度によっては、第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし第２の蛇腹様
バルーン１５ａ～１５ｃが、曲折した内視鏡本体１１の湾曲と大きく乖離してしまうこと
で、消化管壁との摩擦が増大したり消化管壁に引っ掛かったりするなどの虞を生じ得るが
、上述の構成を備えることによりこれを抑制することができる。
【００７０】
　また、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａにおいては、第１のバルーン１１及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃへ
の流体を導入及び吸引するための流体流路を内視鏡本体１１内に形成した例を示したが、
これらの流体流路を別途内視鏡本体１１の外周側に沿って配置してもよい。このような構
成を採用すると、特に従来の内視鏡装置の内部を加工する必要なく、従来の内視鏡装置に
対してアタッチメントの形態で、第１のバルーン１２、第２のバルーン１３、複数の第１
の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃを取り
付けることにより、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内
視鏡装置１０Ａを作製することができるようになる。
【００７１】
　また、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａにおいては、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バ
ルーン１５ａ～１５ｃとしては、蛇腹様の折り目が付けられたものを用いた例を示したが
、さらに内部にコイルバネが配置されているものも使用できる。これらのコイルバネのそ
れぞれは、一端が複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし複数の第２の蛇腹様
バルーン１５ａ～１５ｃの遠位端側に、他端が複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４
ｃないし複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃの近位端側に、それぞれ固定されて
いるようにすればよい。
【００７２】
　このように複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし複数の第２の蛇腹様バル
ーン１５ａ～１５ｃ内にコイルバネが挿入されていると、コイルバネの圧縮力ないし伸縮
力をも利用できるようになるので、内視鏡本体１１及び第２のバルーン１３の推進用であ
る複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～
１５ｃ内に流体を導入する際の圧力ないし流体を吸引する際の圧力の設定の自由度が増す
。なお、コイルバネは、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし複数の第２の
蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃのどちらか一方に採用することができ、両者共に採用する
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こともできる。
【００７３】
　また、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃないし複数の第２の蛇腹様バルーン
１５ａ～１５ｃの内部にコイルバネを配置する場合は、コイルバネは内部壁と一体化され
ているようにするとよい。複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーン
の内部壁にコイルバネが一体化されていると、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４
ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃ内に流体を導入させた場合に径方向に
膨れることがより抑制される。そのため、第１実施形態の流体による自己推進機能を有す
るダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａによれば、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１
４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃに流体を導入する操作と吸引する操
作を繰り返すことにより、よりスムーズに内視鏡本体を適宜に曲折させた状態で消化管の
奥に挿入することができるようになる。
【００７４】
　また、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａにおいては、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バ
ルーン１５ａ～１５ｃとしては、それぞれ３本用いた例を示したが、２本又は４本であっ
てもよい。すなわち、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹
様バルーン１５ａ～１５ｃはそれぞれ少なくとも２本存在していれば内視鏡本体１１の押
し出し操作と曲折操作を行わせることができる。しかしながら、複数の第１の蛇腹様バル
ーン１４ａ～１４ｃ及び前記複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃがそれぞれ２本
ずつであると、所望の方向に曲折させる際に内視鏡本体１１に対して回転動作を付与する
必要が生じる場合がある。それに対し、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び
前記複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃがそれぞれ３本以上であると、特に内視
鏡本体１１に対して回転操作を付与せずとも所望の方向に曲折させることができる。
【００７５】
　ただし、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ及び複数の第２の蛇腹様バルーン
１５ａ～１５ｃの本数が多すぎても、ダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａの外径の増大や
複雑化によるコスト増を招くため好ましくなく、それぞれ４本以下とすることが好ましい
。複数の第１の蛇腹様バルーン及び複数の第２の蛇腹様バルーンの数を３本ないし４本と
すると、ダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａをそれほど太くしなくても、内視鏡本体に対
して押し出し操作だけでなく所望の方向に曲折することができるようになる。
【００７６】
　また、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａにおいては、内視鏡本体１１として、従来から普通に使用されている遠位端側に光学
系が設けられていると共に内部に各種処置具が挿入される鉗子孔等が形成されている大腸
内視鏡を用いた例を示した。この場合においては、内視鏡本体１１としては、ある程度腰
のあるものであるため、１ｍ３０ｃｍ～３ｍの長さのものとすることができる。
【００７７】
　また、内視鏡本体１１としては、ワイヤーによるアングル操作機能が付与されておらず
、かつ腰のない内視鏡であってもよい。このような場合おいては、内視鏡本体１１は、腰
のないものであるために押して挿入することができなくなるので体腔内に挿入後から全て
流体の導入と吸引のみで行うこととなる。そのため、内視鏡本体１１としては十分な長さ
を備えたものが好ましく、２～８ｍ程度が最適であると考えられる。検査終了後、内視鏡
の抜去は内視鏡本体１１を引き抜くことで行うことができる。
【００７８】
［変形例１］
　次に、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａの構成の一部を変更した変形例１の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン
式内視鏡装置１０Ｂを図４Ａを用いて説明する。この変形例１の流体による自己推進機能
を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｂは、第１実施形態の流体による自己推進機能
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を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａにおいて、最も近位端側に位置する複数の第
２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃよりも近位端側に、第３のバルーン１２ａを固定した
ものである。なお、第３のバルーン１２ａにも、内部に流体を導入及び吸引するための流
体流路が内視鏡本体１１の内部ないし外周側に形成されているが、図４Ａにおいては図示
省略されている。
【００７９】
　この変形例１の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｂに
よれば、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａと同様の作用効果を奏することができる他、第３のバルーン１２ａを膨らませて消化
管壁に固定することができるため、内視鏡本体１１の消化管壁に対する固定をより確実に
することが可能となるとともに、内視鏡本体１１を屈曲させる場合にはより正確な形に屈
曲させることが可能となる。
【００８０】
［変形例２］
　次に、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａの構成の一部を更に変更した変形例２の流体による自己推進機能を有するダブルバル
ーン式内視鏡装置１０Ｃを図４Ｂを用いて説明する。変形例２の流体による自己推進機能
を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｃは、第１実施形態の流体による自己推進機能
を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ａにおける第１のバルーン１２、複数の第１の
蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ、第２のバルーン１３及び複数の第２の蛇腹様バルーン１
５ａ～１５ｃを、この順序で複数組が直列に形成されているようにしたものである。
【００８１】
　すなわち、変形例２の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ｃは、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ａと同様に、第１のバルーン１２、複数の第１の蛇腹様バルーン１４ａ～１４ｃ、第２
のバルーン１３及び複数の第２の蛇腹様バルーン１５ａ～１５ｃが配置されているだけで
なく、更に内視鏡装置１１の近位端側に別の第１のバルーン１２'、別の複数の第１の蛇
腹様バルーン１４ｄ～１４ｆ、別の第２のバルーン１３'、別の複数の第２の蛇腹様バル
ーン１５ｄ～１５ｆが配置されたものである。この場合も、変形例１の流体による自己推
進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｂの場合と同様に、別の複数の第２の蛇
腹様バルーン１５ｄ～１５ｆよりも近位端側に、内視鏡本体１１の外表面に第３のバルー
ン１２ａを固定してもよい。
【００８２】
　なお、変形例２の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｃ
おいては、内視鏡本体１１の内部ないし外表面側には、別の第１のバルーン１２'、別の
複数の第１の蛇腹様バルーン１４ｄ～１４ｆ、別の第２のバルーン１３'及び別の複数の
第２の蛇腹様バルーン１５ｄ～１５ｆにそれぞれ独立して流体を導入及び吸引するための
流体流路が形成されているが、図４Ｂにおいては図示省略されており、また、１つの別の
第１の蛇腹様バルーン１４ｆ及び１つの別の第１の蛇腹様バルーン１５ｆについても図示
省略されている。
【００８３】
　このような構成の変形例２の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡
装置１０Ｃによれば、内視鏡本体１１に固定されている第１のバルーン１２、１２'及び
内視鏡本体１１の表面に摺動可能に配置された第２のバルーン１３、１３'が共に複数個
となるので、消化管壁に対する固定が確実となるとともに、内視鏡本体１１の遠位端側を
屈曲させる場合には、屈曲の曲がり度合いを短い長さ単位で細かく制御することができる
ようになる。
【００８４】
［第２実施形態］
　次に、第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
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０Ｄを、図５及び図６を用いて説明する。なお、図５Ａは第２実施形態の流体による自己
推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置において内視鏡装置を押し出した状態の斜
視図であり、図５Ｂは同じく第２のバルーンを第１のバルーン側へ引き寄せた状態の斜視
図である。図６は図５Ｂの状態から内視鏡装置を屈曲させた状態の斜視図である。なお、
以下においては、１つの第１の蛇腹様バルーン１６ｃ及び１つの第２の蛇腹様バルーン１
７ｃについては図示省略してある。
【００８５】
　この第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０
Ｄは、図５Ａ及び図５Ｂに示したように、中空円筒体内に形成された少なくとも１つの隔
壁１８によって複数の室に区画されている第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ及び第２
の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃを用いたものである。この隔壁１８には、各室内へ流体
の導入ないし吸引を行うことができるようにするため、全て開口１９が形成されている。
このような構成とすると、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ及び第２の蛇腹様バルー
ン１７ａ～１７ｃ内に流体を導入させた場合に径方向に大きく膨れることがなくなり、ま
た、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ及び第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃから
の流体の吸引は、隔壁１８に形成された開口１９によって確保することができる。
【００８６】
　この第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０
Ｄにおいても、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡
装置１０Ａの場合と同様に操作することにより、内視鏡本体１１を消化管の奥にまで容易
に挿入することができるようになる。すなわち、先ず、実施形態２の流体による自己推進
機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｄを、第１のバルーン１２及び第２のバル
ーン１３を萎ませた状態で、消化管内に挿入できるところまで挿入する。実施形態２の流
体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｄを消化管内に挿入し難
くなった場合、先ず、第２のバルーン１３内に流体を導入し、第２のバルーン１３を膨ら
ませて消化管壁に固定する。
【００８７】
　次いで、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ内に均等に流体を導入して第１の蛇腹様
バルーン１６ａ～１６ｃを陽圧状態とすると同時に、第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７
ｃ内から均等に流体を吸引することによって第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃを均等
に負圧状態とすることによって、第１の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃが延伸状態となる
とともに、第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃの近位端が第２のバルーン１３側に引き
寄せられる。
【００８８】
　この時の状態を図５Ａに示す。このように、実施形態２の流体による自己推進機能を有
するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｄによれば、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ
を均等に延伸状態とする際に内視鏡本体１１を消化管内に押し込む力を付与することがで
きるだけでなく、第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃを均等に萎ませることによっても
内視鏡本体１１を消化管内に押し込む力を付与することができるので、従来例のようにダ
ブルバルーン内視鏡本体１１の操作部側からダブルバルーン内視鏡本体１１を押し込むよ
りも大きな力で、内視鏡本体１１を消化管内に押し込むことができるようになる。
【００８９】
　次いで、第１のバルーン１２内に流体を導入し、第１のバルーン１２を膨らませて消化
管壁に固定し、第２のバルーン１３から流体を吸引して第２のバルーン１３を萎ませる。
その後、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃから流体を均等に吸引することによって第
１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃを萎んだ状態とすると、第２のバルーン１３は第１の
バルーン１２側に引き寄せられる。それと同時に、第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃ
内に均等に流体を導入して第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃを延伸状態とすると、第
２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃの近位端は内視鏡本体１１の外壁側に固定されている
ため、第２のバルーン１３は第１のバルーン１２側に押し出される。
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【００９０】
　この時の状態を図５Ｂに示す。このように、実施形態２の流体による自己推進機能を有
するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｄにおいても、第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６
ｃを均等に萎ませた状態とする際に第２のバルーン１３を第１のバルーン１２側に引き寄
せる力を付与することができるだけでなく、第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃを均等
に延伸状態とすることによっても第２のバルーン１３を第１のバルーン１２側に押し出す
力を付与することができるので、容易に第２のバルーン１３を内視鏡本体１１の外周面に
沿って移動させることができる。
【００９１】
　その後、再度図５Ａに示した状態と図５Ｂ示した状態とを順次繰り返すことにより、第
２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｄを消化
管の奥にまで容易に挿入することができるようになる。
【００９２】
　この場合においても第１実施形態において述べたのと同様に、第１の蛇腹様バルーン１
６ａ～１６ｃないし第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃに対して、「不均等」に流体の
導入ないし吸引を行うと、内視鏡本体１１の遠位端側を所望の曲折した状態で押し出しを
行うことができるようになる。たとえば、図４Ｂに示した状態において、複数の第２の蛇
腹様バルーン１７ａ～１７ｃのうち、１つの第２の蛇腹様バルーン１７ｂのみ部分的に吸
引して僅かに萎ませると、図５に示したように、内視鏡本体１１は第２のバルーン１３部
分で第２の蛇腹様バルーン１７ｂ側に折れ曲がった状態とすることができ、アングル操作
機能を付与することができる。
【００９３】
　このように、第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡
装置１０Ｄにおいても、複数の第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ及び複数の第２の蛇
腹様バルーン１７ａ～１７ｃのそれぞれの内圧をベクトル的に捉え、曲折したい方向の蛇
腹様バルーン側が他の蛇腹様バルーン側よりも低圧となるように流体を吸引及び導入する
ことによって、低圧となった側に内視鏡装置を曲折させることができので、内視鏡本体１
１の遠位端側を所望の方向に曲折させた状態で押し出しを行うことができ、より深部の消
化管内へ容易に挿入することができるようになる。
【００９４】
　また、第２実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ｄにおいても、第１実施形態の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視
鏡装置１０Ａの場合と同様に、複数の第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ及び複数の第
２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃの内部にコイルバネが挿入されていてもよく、このコ
イルバネを内部壁と一体化した構成を備えていてもよい。さらに、変形例１の流体による
自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１０Ｂのように、複数の第２の蛇腹様
バルーン１７ａ～１７ｃの近位端側の内視鏡本体１１の表面に第３のバルーン固定しても
よく、また、変形例１の流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置１
０Ｃのように、第１のバルーン１２、複数の第１の蛇腹様バルーン１６ａ～１６ｃ、第２
のバルーン１３及び複数の第２の蛇腹様バルーン１７ａ～１７ｃは、この順序で複数組が
直列に形成されている状態としてもよい。
【００９５】
　なお、上記実施形態としては、図１～６において「固定用バルーン（１２、１２'、１
２ａ、１３、１３'）及び、蛇腹様バルーン（１４ａ～f、１５ａ～１５ｆ、１６ａ～１６
ｃ、１７ａ～１７ｃ）」（カッコ内は、実施形態の該当符号）を主たる構成要素とする「
自己推進用ユニット群」といえる機構を、内視鏡本体１１を中心軸としてその周囲に配す
るような位置関係で図示した。しかしながら、上述の通り、本発明は内視鏡本体に備えら
れた自己推進用ユニット群によって、内視鏡本体に自己推進機能を付与するものであり、
自己推進用ユニット群による推進・屈曲機能は、内視鏡本体との位置関係に関わらず顕現
されるものである。
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【００９６】
　すなわち、本発明の実施には、図１～６で図示したような内視鏡本体１１を中心軸とし
てその周囲に自己推進用ユニット群を配する様な位置関係である必要はない。例えば、変
形例３として図７に示した流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置
１０Ｅのように、自己推進用ユニット群を束ねた上で、内視鏡本体１１にまとめて備えた
態様でも本発明は実施可能である。
【００９７】
　また、上記実施形態においては、内視鏡本体の中を光源や検出器用の配線が通された軟
性鏡に自己推進用ユニット群を備えさせた内視鏡装置に代表させて説明したが、用いる軟
性鏡としては、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像手段によって得られた映像信号を無線で送信す
る映像信号送信手段を備えた軟性鏡であっても当然本発明は実施可能である。
【００９８】
　その場合、有線で映像信号を送信する場合と比べ、信号送信用の配線が不要となるため
、内視鏡本体をより細径にすることができ、自己推進機能を有すると共により細径となっ
た内視鏡装置とすることができる。加えて光源用の電源を電池ないしマイクロ波を用いた
無線送電等によるものとすれば更に細径化がなされた内視鏡装置となる。
【符号の説明】
【００９９】
　１０Ａ～１０Ｅ：流体による自己推進機能を有するダブルバルーン式内視鏡装置
　１１：内視鏡本体
　１２、１２'：第１のバルーン
　１２ａ：第３のバルーン
　１３、１３'：第２のバルーン
　１３１：流体流路
　１４ａ～１４ｆ：第１の蛇腹様バルーン
　１４ａ１～１４ｃ１：流体流路
　１５ａ～１５ｆ：第２の蛇腹様バルーン
　１６ａ～１６ｃ：第１の蛇腹様バルーン
　１７ａ～１７ｃ：第２の蛇腹様バルーン
　１８：隔壁
　１９：開口
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